
 
 
 

11
月
の
生
活
ホ
ッ
ト
ニ
ュ
ー
ス 

来
年
度
か
ら 

分
娩
費
用
支
払
い
不
要
に 

 

政
府
・
与
党
は
、
親
が
分
娩
費
用
を
病

院
に
支
払
わ
な
く
て
も
公
的
負
担
で
出
産

で
き
る
制
度
を
導
入
す
る
方
針
を
固
め
ま

し
た
。 

 

現
在
は
出
産
後
に
親
に
支
給
さ
れ
る

「
出
産
育
児
一
時
金
」
を
、
健
康
保
険
組

合
な
ど
が
直
接
医
療
機
関
に
支
払
う
よ
う

に
仕
組
み
を
改
め
ま
す
。
来
年
の
通
常
国

会
に
関
連
法
案
を
提
出
し
、
来
夏
以
降
に

実
施
の
予
定
。 

介
護
保
険
料
を 

１
５
０
〜
２
０
０
円
引
き
上
げ
へ 

 

２
０
０
９
年
度
の
介
護
保
険
料
に
つ
い

て
、
全
国
平
均
で
１
人
あ
た
り
月
１
５
０

〜
２
０
０
円
程
度
（
３
〜
５
％
程
度
）
の

引
き
上
げ
ら
れ
る
見
通
し
が
明
ら
か
に
な

り
ま
し
た
。 

 

事
業
主
・
従
業
員
双
方
に
と
っ
て
、
介

護
保
険
料
の
負
担
が
ま
た
大
き
く
な
り
ま

す
。 

求
人
倍
率
が
０
．
８
４
倍
に
低
下 

 
総
務
省
は
労
働
力
調
査
を
発
表
し
、
９

月
の
完
全
失
業
率
が
４
．
０
％
（
前
月
比

０
．
２
ポ
イ
ン
ト
減
）
に
改
善
し
た
と
し

て
い
ま
す
。
し
か
し
、
諦
め
て
求
職
活
動

を
し
て
い
な
い
人
を
含
め
る
と
、
潜
在
的

失
業
者
は
増
大
し
て
い
ま
す
。 

 

ま
た
、
厚
生
労
働
省
が
発
表
し
た
同
月

の
有
効
求
人
倍
率
は
０
．
８
４
倍
（
前
月

比
０
．
０
２
ポ
イ
ン
ト
低
下
）
と
な
り
、

８
カ
月
連
続
で
低
下
し
ま
し
た
。(

鳥
取
県

は
０
．
６
８
倍)

 

国
民
健
康
保
険
証
の
な
い 

 

中
学
生
以
下
の
子
供
が
約
３
万
人 

 
 
 

 

保
護
者
が
国
民
健
康
保
険
の
保
険
料
を

滞
納
し
て
い
る
た
め
に
保
険
証
を
返
還
さ

せ
ら
れ
、
医
療
保
険
を
利
用
で
き
な
い
中

学
生
以
下
の
子
供
が
３
万
２
９
０
３
人

（
１
万
８
２
４
０
世
帯
）
い
る
こ
と
が
、

厚
生
労
働
省
が
行
っ
た
調
査
で
明
ら
か
に

な
り
ま
し
た
。 

 

同
省
は
、
必
要
な
医
療
が
受
け
ら
れ
な

い
こ
と
が
な
い
よ
う
、
短
期
保
険
証
（
１

カ
月
〜
数
カ
月
）
の
交
付
を
要
請
す
る
通

知
を
全
国
の
自
治
体
に
出
し
ま
し
た
。 

２
０
０
９
年
度
か
ら 

 
 
 
 

雇
用
保
険
料
率
引
下
げ
へ  

 
 
 

 

政
府
・
与
党
は
、
雇
用
保
険
財
政
に
余

裕
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
30
日
に
発
表
し
た

「
新
総
合
経
済
対
策
」
（
追
加
経
済
対
策
）

に
雇
用
保
険
料
率
の
引
下
げ
を
盛
り
込
み

ま
し
た
。
２
０
０
９
年
度
か
ら
、
現
行
の

１
．
２
％
か
ら
０
．
２
〜
０
．
４
％
引
き

下
げ
る
方
針
。
ま
た
、
雇
用
強
化
対
策
と

し
て
、
「
年
長
フ
リ
ー
タ
ー
の
正
規
雇
用

の
奨
励
」
「
新
規
雇
用
の
創
出
」
な
ど
も

盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。 

 
 

服
部
社
会
保
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労
務
士
事
務
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労
働
保
険
事
務
組
合
服
部
労
務
管
理
セ
ン
タ
ー 
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服
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事
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よ
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年末賞与からの社会保険料・雇用保険料の控除額算出方法 

 ■社会保険料の控除額 ⇒ 標準賞与額×健康保険料率・厚生年金保険料率 

                   (標準賞与額＝賞与総支給額から1,000円未満を切り捨てた額) 

     ・健康保険料率…… 

           介護保険に該当する人＝１，０００分の４６．６５ 

           介護保険に該当しない人＝１，０００分の４１ 

     ・厚生年金保険料率…１，０００分の７６．７５ 

 ■雇用保険料の控除額 ⇒ 賞与の総支給額 × 雇用保険料率 

     ・雇用保険料率……一般の事業＝１，０００分の６ 

                  土木・建築他の事業＝１，０００分の７ 

◎ご不明な点は当事務所までおたずねください 

労
働
保
険
事
務
組
合
委
託
事
業
主
の
方
へ 

 

労
働
保
険
料
３
期
分
納
入
通
知
は
が
き
を 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

近
日
中
に
お
届
け
し
ま
す 

口
座
振
替
日
は
12
月
３
日(

水)

で
す 

 

ご
多
忙
中
恐
縮
で
す
が
、
ご
留
意
く
だ
さ
い 

労
働
契
約
セ
ミ
ナ
ー
終
了 

県
社
会
保
険
労
務
士
会
主
催 

 

 

１１
月
１３
日(

木)

午
後
、
「
労
働
契
約

セ
ミ
ナ
ー
」
が
、
ベ
ル
ラ
イ
ト
米
子
で
開

催
さ
れ
ま
し
た
。 

 
当
初
一
〇
〇
名
定
員
の
取
り
組
み
で

し
た
が
、
参
加
申
し
込
み
が
多
く
、
急

き
ょ
一
八
〇
名
収
容
の
会
場
に
変
更
す

る
ほ
ど
で
、
こ
の
問
題
へ
の
関
心
の
高
さ

が
わ
か
り
ま
す
。 

 

３
人
の
弁
士
の
説
明
は
、
お
お
む
ね
条

文
に
沿
っ
た
も
の
で
し
た
。 

 

「
勉
強
に
な
っ
た
」
と
い
う
声
と
と
も
に

「
弁
士
の
説
明
は
も
っ
と
工
夫
し
て
欲
し

い
」
と
い
う
率
直
な
声
も
寄
せ
ら
れ
ま

し
た
。 

 

県
社
会
保
険
労
務
士
会
に
は
し
っ
か

り
伝
え
た
い
と
思
い
ま
す
。 

 

ご
協
力 

あ
り
が
と
う 

ご
ざ
い
ま
し
た
。 

 


